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消費税廃止各界連絡会（各界連）
はじめに
前回の代表者会議以降、約２年が経過、この間、各地で消費税増税を阻止する運動を全力で展開し、署名は１７００万人分に達し、宣伝活動は昨年来３２１０回２８３７７人の参加が集約されている。
消費税増税関連法案は、圧倒的な国民の世論で廃案寸前まで追い込みながら、財界の意向を受けた三党合意により、8月10日、参院で採決を強行、成立にいたった。しかし、国民の世論は引き続き反対が多数を占め、民意を否定する悪政への怒りが大きく広がる中で、増税勢力自身の矛盾が深まっている。
会議の目的：①前回の全国代表者会議（2010年10月）以降の運動の到達を踏まえ、この間の運動を確信にする、②消費税増税法、社会保障制度改革推進法の問題点を明らかにするとともに、③「消費税増税を中止する国会」をつくり、増税を中止させる運動の方向を確認する。
　
１、消費税増税をめぐる情勢
消費税増税法成立後も国民の増税反対の世論は多数を占めている。８月１０日の参議院可決後も、全国各地で増税反対・増税実施中止を求める宣伝や集会など行動が広がりつづけている。
世論調査でも暮らしに影響ありとの回答が９２％（毎日）を占めるほど、国民的不安の焦点となっている。財界のシンクタンクの分析も、税率引き上げが日本経済をマイナス成長に陥れると予測している。
財界とマスコミの総力をあげた攻撃の中で、野党７会派による衆院での内閣不信任案提出、参院では野党７会派が一致して問責決議を提案し、３党合意を断罪する内容にもかかわらず、自民党が賛成せざるを得なくなり、可決されるなど、運動と国民世論が今日の政治情勢を切り開いてきた。
しかし、増税勢力は「明日の安心、はじまりました。社会保障と税の一体改革」キャンペーンを「政府広報」としてテレビや雑誌で展開し、「増税分は、すべて社会保障の財源」というウソを国民にすり込もうと画策している。民主党は、社会保障と税の一体改革調査会（9/6）で新年金制度に関する再試算の結果、将来はさらに6.２％の追加増税が必要と公表。さらなる増税の議論が始まっている。
消費税増税・社会保障改悪に対する怒りと民意を否定する国会のあり方への怒りは増税勢力への審判と増税を中止させる国会への展望を切りひらく。
　
２、各界連の運動が切り開いてきた運動の到達に確信を
消費税増税に執念を燃やす増税勢力の策動で法案は成立しましたが、増税と社会保障解体という本質と公約違反、３党による「密室談合」、大企業のための税金の使い道など、その本質が国民の前に暴露されました。国民の怒りは凄まじく、２０１４年４月８％、２０１５年１０月１０％というスケジュールも含め、国民は容認できる状況ではなく、国会内外の政治の動きも含め、増税実施はさらに矛盾を激化させる情勢です。
こうした状況を出現させた力が、各界連が一貫して全国津々浦々で粘り強い運動を進め、増税反対の一点での共同を広げてきたことが、大きな原動力になったことを確信にすることが大切です。増税反対の世論は、原発問題をはじめ様々な分野の国民的運動とも響きあい、政治の根本への怒りと変革へのエネルギーを培ってきました。
私たちの運動を、さらに広く深く進めることで、増税を中止させる国民的合意をつくりだすことができる情勢です。
①一点での共同の広がり
・１７００万人に達した署名を基本に、各界連に結集した諸団体と個人が対話運動を旺盛にすすめた

・2010年10月シンポから2012年４・12集会へ。賛同アピールへの発展
・滋賀県民集会、岩手県民集会などＴＰＰ問題との重層的共同も
　②国会闘争と結んだ地域の運動が日本列島をゆるがす国民の世論形成に
1） 実態告発　「私のいいたい一言」ハガキ、ファクスで要請書を送るなど
　２）国会要請行動と地元事務所での要請で相乗的な効果を発揮
　３）国会での論戦で明らかになった問題点を宣伝で広げたこと
・国民への負担増、転嫁できない中小業者、日本経済・景気問題、社会保障に使われない、財政再建もできない、増税修正法案・新法の問題点
③学習に旺盛に取り組んだ力で宣伝
1） 中央各界連として国会内外で機敏に学習会を開催し、情勢と法案の中身を明らかにしてきた
2） １００万人学習会を提起し、常に全国各地から運動と学習が結合された
3） マラソン宣伝やシール投票など旺盛で多彩な宣伝活動が連日広がった
④各界連の再開・結成
昨年１１月以降で、新たに８９の地域各界連が結成・再結集された（現在２４７）
３、消費税増税・一体改革関連法の不当性を明らかにし、中止の世論を
　①国を壊す消費税増税と社会保障解体

・20兆円という未曾有の国民負担（消費税増税・社会保障改悪）
　　日本経済は奈落の底に…この間、研究機関が結果公表
消費税の転嫁対策、低所得者対策は具体化されず

マイナンバー法成立に経団連が期待
　・社会保障のさらなる改悪
　　　　　　国民会議の発足と審議（2013年8月末までに結論）
　・構造改革路線の推進による経済成長＝際限のない増税路線
　　　　　　附則18条２：大型開発
　※「政府広報」のウソと欺瞞を明らかにする学習と宣伝を
　②消費税のない社会への展望（財源問題）

③消費税の根本的欠陥とあるべき税制（応能負担の原則）
　④増税法の不当な成立経過と増税を中止する国会への展望
　　　――各政党の政策と消費税増税への態度――

４、消費税増税を中止させる国会づくりに全力を
　①中止させることが国民の要求
解散・総選挙の実施を要求し、来るべき総選挙・参議院選挙で「増税中止」を争点に押し上げ、中止を勝ち取る
　②中止させることができる・展望

・消費税廃止法案（1989年12月11日：野党提案・参院可決後、衆院廃案）
・取引高税廃止・大平一般消費税断念・中曽根売上税を廃案にさせた経験
・地価税は凍結中（租特71条：地価税の課税の停止） 

*第71条 　平成十年以後の各年の課税時期（地価税法第2条第4号に規定する課税時期をいう。以下この章において同じ。）において、個人又は法人（同条第7号に規定する人格のない社団等を含む。）が有する土地等（同条第1号に規定する土地等をいう。以下この章において同じ。）については、同法の規定にかかわらず、当分の間、地価税を課さない。 

・フランスでは大統領選挙で増税を中止、スペインでは増税で税収減少
　③国民の主権を取り戻す大きなたたかいを

　　・新署名を一気に広げる
各地・各分野で旺盛な活動をただちにすすめ、臨時国会冒頭に第一次分として結集し、国会要請行動を取り組む。（１０月下旬）
　・学習と結合した宣伝戦で空気を変える
臨時国会に合わせ１０月下旬から１１月にかけて「全国宣伝強化旬間」（臨時国会開会日より１０日間）を設定
ポスター、ステッカー、ビラ、のぼり、テープなど空気をかえる宣伝物作成

当面、署名推進のビラの活用と創意ある宣伝行動をすすめる

ウェブ署名も推進
１２月２４日は、全自治体で宣伝をめざす・・計１９７２自治体

――４７都道府県／２０政令市・１７５区／２３特別区（東京）／７６６市／１８４村――
　　・全自治体への請願提出
　　・団体訪問・・・

（業者団体・自治会・町内会・老人会・女性団体・労働組合など）
　　・アピール賛同運動からさらに広がりのある賛同へ
　　・「増税を中止できる国会をつくろう」キャンペーン

解散を求め、増税中止を総選挙の争点に

「戦犯リスト」の活用
各政党への要請と地元での議員・候補者への働きかけ

各政党の政策と態度の検証・・・・「日本維新の会」

　④全自治体・行政区で各界連組織を確立

　　当面、宣伝行動をきめ細かく企画・実行し、行動から連携強化、組織化めざす
５、活動と情報を各界連に結集し、１点共同の広がりを全国で
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